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都道府県医師会長　殿

目本医師会長

　　唐　澤　祥　人

生活保護の医療扶助における後発医薬品に関する取扱いについて

　標記につきましては、平成20年4月1日付け社援保発第0401002号の厚生

労働省社会・援護局保護課長通知により「医学的理由がある場合を除き後発医

薬品の使用を求める」と示され、平成20年4月18目付け日医発第77号（保

15）によりご連絡申し上げたところであります。

　その後、4月28日の参議院決算委員会で民主党議員からr生活保護者へ後

発医薬品の使用は強制的」のような通知を出すことの問題点が指摘され、舛添

厚生労働大臣が「生活保護だけでなく国民全体として後発医薬品のシェアを3

割にする目標を掲げていること」、rあくまでも後発医薬品を選択できることを

丁寧な言葉で説明し直す通知に改めたい」と答弁したこと等を受け、4月30

目付け社援保発第0430001号の厚生労働省社会・援護局保護課長により、改め

て同通知が発出されました。

　これによりまして、4月1目付けの通知は廃止されました。

　今回の通知では、①政府として、平成24年度までに後発医薬品の数量シェ

アを30％以上にするという目標（r経済財政改革の基本方針2007」（平成19

年6月19目閣議決定））を掲げ、後発医薬品の使用促進に取り組んでいること、

②平成20年度診療報酬改定で後発医薬品の使用促進を目的として、保険医療

機関及び保険医療養担当規則の改正が行われ、「後発医薬品の使用を考慮するよ

う努めなければならない。」と明記されたことを受けて、「指定保険医療機関医

療担当規定」に同様の文章が記載されたことが述べられた上で、あくまでも後

発医薬品の適切な選択について理解が得られるように、被保護者に対して周知

徹底に努めることが記されました。

　被保護者に対して福祉事務所が説明する際に用いるパンフレットの記載も

「生活保護を受けている方は後発医薬品が使用できる場合には後発医薬品を使

ってください。」、「同じ効き目・安全性で値段が安いため、生活保護制度では医
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学的理由がある場合を除き後発医薬品を使っていただくことになります。その

ため、今まで使っていたお薬を変えていただく場合があります。」等の内容は削

除されました。

　したがいまして、4月1日付け通知で明記されていた以下の3点の取扱いは

廃止されました。

　①　すでに後発医薬品が薬価収載されている先発医薬品が使用されているレ

　　セプトを抽出すること等により被保護者に係る調剤内容を確認すること。

　②　特段の理由なく後発医薬品の選択を忌避していると認められる場合につ

　　いては、後発医薬品の選択を行うよう口頭により被保護者に対して指導ま

　　たは指示すること。

　③　改善が図られていない場合には必要に応じて文書により指導または指示

　　し、その後、正当な理由なく先発医薬品を継続している場合には保護の停

　　止または廃止を検討すること。

　つきましては、本件につきまして、貴会会員にご周知下さいますようお願い

申し上げます。

（添付資料）

1．生活保護の医療扶助における後発医薬品に関する取扱いについて

（平成20年4月30目社援保発第0430001号厚生労働省社会・援護局保護

課長）



社援保発第0430001号

平成20年4月30日

　　都道府県

各　指定都市　民生主管部（局）長　殿

　　中核市

厚生労働省社会・援護局保護課長

生活保護の医療扶助における後発医薬品に関する取扱いについて

　後発医薬品は、先発医薬品の特許終了後に、先発医薬品と品質・有効性・安全性が同等

であるものとして厚生労働大臣が製造販売の承認を行っている医薬品である。

　後発医薬品は、一般的に開発費用が安く抑えられることから、先発医薬品に比べて薬価

が低くなっており、政府においては、患者負担の軽減や医療保険財政の改善の観点から後

発医薬品の使用促進を進めているところである。

　これに伴い、被保護者に対しても、後発医薬品の使用促進を図ることとし、医療保険に

準じて医療扶助における後発医薬品の取扱いを定めたので、了知の上、管内福祉事務所に

対して周知徹底を図られたい。

　なお、本通知については、平成20年4月1日から適用することとし、「生活保護の医療

扶助における後発医薬品に関する取扱いについて」（平成20年4月1目社援保発第040

1002号）は廃止する。

記

1　後発医薬品の使用促進について

　政府においては、r経済財政改革の基本方針2007」（平成19年6月19目閣議決

定）において、「平成24年度までに、後発医薬品の数量シェアを30％（現状から倍増）



以上にする」こととされたことを踏まえ、別添1の「後発医薬品の安心使用促進アクシ

ョンプログラム」（平成19年10月15日）を策定するなど後発医薬品の使用促進に

取り組んでいるところである。

　こうした取組の一環として、処方せんについて、

　①平成18年度より、処方せん様式にr後発医薬品への変更可」のチェック欄が設

　　けられ、処方医が後発医薬品への変更を認めた場合のみ患者の選択により後発医薬

　　品が利用されていた（原則変更不可）ところであるが、

　②　より一層の使用促進を図る観点から、今年度より、処方せん様式のチェック欄が

　　　r後発医薬品への変更不可」に改正され、これまでとは逆に、処方医が後発医薬品

　　への変更を認めない場合を除き患者の選択により利用できる（原則変更可）ことと

　　なっている。

2．生活保護制度におけるr指定医療機関医療担当規程」の改正

　　1で述べた後発医薬品の使用促進を図るため、医療保険制度における「保険薬局及び

保険薬剤師療養担当規則」、r保険医療機関及び保険医療養担当規則」の改正に併せて、

生活保護制度においても、r指定医療機関医療担当規程」について同様の改正を行ったと

　ころである。

　　平成20年4月1日から適用するr指定医療機関医療担当規程」の改正の内容は次の

　とおりであり、当該告示については別添2、新たな処方せん様式は別添3のとおりであ

　る。

（1）指定医療機関の規程

　　　生活保護法の指定を受けている病院及び診療所（以下「指定医療機関」という。）は、

　投薬、処方せんの交付及び注射を行うに当たって、後発医薬品の使用を考慮するよう

　努めなければならないこと。

（2）指定薬局の規程

　①　生活保護法の指定を受けている薬局（以下「指定薬局」という。）は、受け付けた

　　　処方せんに記載された先発医薬品について、既に後発医薬品が薬価収載されており、

　　　かつ、処方医が、当該先発医薬品の後発医薬品への変更を不可としていない場合に

　　　は、患者に対して、後発医薬品に関する説明を適切に行うこと。

　　②　指定薬局は、後発医薬品の備蓄など、後発医薬品の調剤に必要な体制を確保する

　　　よう努めなければならないこと。

3．後発医薬品に関する被保護者に対する周知



　福祉事務所においては、被保護者に対して、別添4の文書例を参考にして作成したパ

ンフレット等を用いて説明を行うなど、後発医薬品に関する下記の事項について、適切

な選択について理解が得られるよう、周知徹底を図ること。

（1）後発医薬品は、先発医薬品と品質・有効性・安全性が同等であると認められた医薬

　　品であること。

（2）そのため、後発医薬品の使用促進の観点から、処方医及び薬剤師から、後発医薬品

　　の利用が可能である旨の説明を受け、これに同意する場合には、後発医薬品を選択

　　すること。

4・指定医療機関及び指定薬局に対する協力依頼

　　指定医療機関及び指定薬局に対して、指定医療機関医療担当規程に規定する事項に基

づき、医療扶助における後発医薬品の使用促進の実施に協力を求めること。
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納品までの時間短縮 卸への翌日までの配送100％
卸への翌日までの配送100％
ｵに在庫がない場合、卸への即日配送75％

@　　　　　　　　　　　　　　（20年度中〉

在庫の確保 社内在庫1ヵ月以上、流通在庫1ヵ月以上 品切れ品目ゼロ（21年度中）

注文先の一覧性の確保
各都道府県の3師会、病院団体等に対し、医薬協の会
�e社の問い合わせ先リストを配布

（同左）
1

全規格揃え 一 23年度末までの計画書の完全実施

後発医薬品の数量シェア拡大への対応 各メーカーの供給能力増強計画を明示 数量シェア30％を確保するための計画を確保

品質試験の実施等

・ロット毎に規格及び試験方法に基づく製品試験の実
{・結果の情報提供・長期保存試験等について、未着手の場合、年度内に

P00％着手するとともに、試験結果を情報提供

（同左）

関連文献の調査等
・医薬協において、関連文献を調査し、文献の内容を評

ｿするとともに、必要な対応を行う
（同左）

品質再評価時の溶出性の確保

・品質再評価指定を受けた品目について、実生産規模
iにおいて標準製剤の溶出プロファイルと同等である

ｱとを定期的に確認するとともに、試験結果を情報提供

（同左）

添付文書の充実 19年12月末までに100％完了 （同左）

「使用上の注意」の改訂時の（独）医薬品医

ﾃ機器総合機構の情報提供システムヘの

Y付文書情報の掲載

全品目について3週間以内の実施 （同左）

医療関係者への「お知らせ文書」の配布
・1ヶ月以内の配布完了・医薬品安全対策情報（DSU）への掲載100％

（同左）

医療関係者への情報提供
自社ホームページヘの掲載を含め、資料請求に対する

v速な対応を確保（一部の項目を除く）
全項目に関する迅速な対応を確保（20年度中）

情報収集等の体制整備
医薬協において、会員各社のMRの管理・教育の支援

ﾌ制等を整備
（同左）

医療用医薬品のバーコード表示 一 表示期限（20年9月）前に完全実施



別添1

後発医薬品の安心使用促進アクションプログラム

平成19年10月15目
厚　生　労　働　省

1．趣旨

O　後発医薬品は、先発医薬品の特許終了後に、先発医薬品と品質・有効性・安全性

　が同等であるものとして厚生労働大臣が製造販売の承認を行っている医薬品であり、

　一般的に、開発費用が安く抑えられることから、先発医薬品に比べて薬価が低くな

　っている。諸外国においても、後発医薬品の使用が進んでいるところである。

0　政府においては、患者負担の軽減や医療保険財政の改善の観点から後発医薬品の

　使用促進を進めており、r経済財政改革の基本方針2007」（平成19年6月19

　日　閣議決定）においても、r平成24年度までに、後発医薬品の数量シェアを30％

　（現状から倍増）以上にする」こととしている。

O　一方、後発医薬品については、先発医薬品と同等であるとして厚生労働大臣が承

　認したものであるものの、現場の医療関係者等から、その品質、供給体制、情報提

　供体制等に関する問題点が指摘されるなど、後発医薬品に対する医療関係者等の信

　頼は必ずしも高いとはいえない状況にある。

O　以上を踏まえ、患者及び医療関係者が安心して後発医薬品を使用することができ

　るよう、その信頼性を高め、使用促進を図るため、①安定供給等、②品質確保、③

　後発医薬品メーカーによる情報提供、④使用促進に係る環境整備、⑤医療保険制度

　上の事項に関し、国及び関係者が行うべき取組を明らかにするものである。

皿．具体的な取組

1．安定供給等に関する事項

（1）医療現場からの意見

・採算性等の問題ですぐに製造販売が中止になることがある

・発注から納品までに時間がかかることがある

・先発品にある規格の一部が製造販売されておらず、後発品への変更に支障が

ある

・小包装がないことがある　　　　等
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（2）これまでの取組

①安定供給の確保の指導及び国による安定供給に関する苦情処理の仕組みの整

　備（「後発医薬品の安定供給について」（平成18年3月10日　医政局長通知））

○後発医薬品の製造販売業者が行う安定供給の要件を明確化。

　・少なくとも5年間は製造販売を継続、必要な在庫を確保

・全都道府県で販売体制を整備

・保険医療機関・保険薬局からの苦情処理体制を整備

○日本医師会、日本歯科医師会、日本薬剤師会から厚生労働省への安定供給に

　関する苦情の受付、製造販売業者への指導等を行う仕組みを整備。

○安定供給に問題がある製造販売業者への文書等による指導と指導内容の公

　表をすることがあり得ること。改善しなければ次年度以降の薬価収載希望を

　受け付けないことがあること。

②先発医薬品が持つ医療上必要な全規格の取り揃えを指導（「後発医薬品の規格

　取り揃えについて」（平成18年3月10日　医政局長通知））

0平成20年度以降は、原則として先発医薬品が持つ全規格を取り揃えなけれ

　ば薬価収載希望を受け付けないこと。

0既収載の後発医薬品は、原則として先発医薬品が持つ全規格を平成22年度

　末までに薬事承認を取得し、平成23年度末までに薬価基準収載の手続きを

　済ませ、安定供給を開始すること。平成18年度末までに規格取り揃えの計

　画書を提出すること。

○規格の取り揃えが完了しなければ、文書等による指導と指導内容の公表をす

　ることがあり得ること。

③　小包装品の適正な供給を指導（r後発医薬品の薬価基準への収載等について」

　（平成19年7月葉3日　医政局経済課長通知）等）

○　「小包装医薬品の円滑な供給について」（平成4年3月27目薬務局長通知）

　に定められたr薬価基準収載医薬品の包装単位基準」を遵守すること

（3）今後の取組

①再度、これまでの取組を周知徹底する。また、安定供給や必要な規格の取り揃

えに係る問題事例に対し、厚生労働省の職員を現地に派遣し必要な指導を行う

　（平成19年度予算を確保）。
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②下記の後発医薬品メーカーの取組状況をフォローアップし、必要に応じて指導

　を行う。

【後発医薬品メーカーの取組】

ア．納品までの時間短縮

　　〈平成19年度末までの目標＞

　　　・卸業者への翌日までの配送100％

　　〈達成すべき目標＞

　　　・卸業者への翌日までの配送100％

　　　・卸業者に在庫がない場合、卸業者への即日配送75％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成20年度末までに達成）

イ．在庫の確保

　　〈平成19年度末までの目標＞

　　　・社内在庫1ヵ月以上、流通在庫1ヵ月以上の確保

　　〈達成すべき目標＞

　　　・品切れ品目ゼロ　（平成21年度末までに達成）

　　〈平成19年度末までの目標＞

　　　・関連団体である医薬工業協議会（以下r医薬協」という）から、各都道府県医

　　　師会、歯科医師会、薬剤師会、病院団体等に対し、会員各社の問い合わせ先

　　　リストを配布

エ．全規格揃え（上記（2）②の通知に基づく措置）

　　〈達成すべき目標＞

　　　・平成23年度末までの計画書の完全実施

オ．後発医薬品の数量シェア拡大への対応

〈平成19年度末までの目標＞

　・各メーカーの供給能力増強計画を明示

く達成すべき目標〉

　・後発医薬品の数量シェア30％（平成24年度）を実現するための計画を確保

（参考）上記ア～オに関し、医薬協は、定期的に調査を実施し、必要に応じ会員会社

　　　を指導する。
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2．品質確保に関する事項

（1）医療現場からの意見

・一狽ﾌ後発品では、溶出性・血中濃度が先発品と異なるのではないか

・先発品と不純物の量の違いや、先発品にはない不純物があるのではないか

・先発品には見られない副作用を経験したことがある　　等

（2）これまでの取組

①後発医薬品の品質管理等の再徹底を指導（「後発医薬品の信頼性の向上につい

　て」（平成19年3月30日　医政局経済課長、医薬食品局審査管理課長、安全

　対策課長、監視指導・麻薬対策課長通知））

0　後発医薬品の製造販売業者は、自社品について、品質、安全性に影響を及

　ぼし得る製造過程から製造販売後の流通過程に至るまでの各段階において、

　関係法令を遵守し、品質管理及び安全管理体制の一層の充実を図ること。

②　一斉監視指導において、立入検査によるG　M　Pに基づく指導及び製品の一斉

　収去・検査を実施。

③（独）医薬品医療機器総合機構に、「後発医薬品相談窓ロ」を設置（平成19

　年5月7日）。

（3）今後の取組

①後発医薬品の注射剤等を対象に、製剤中に含まれる不純物に関する試験等を

　実施するとともに、後発医薬品の品質に関する研究論文等を収集・整理し必要

　に応じて試験検査を実施する。また、これらにより得られた試験結果や、後発

　医薬品の内服固形剤に係る溶出試験の結果・添付文書に係る情報を一元的に

　（独）医薬品医療機器総合機構のホームページで公表する（平成19年度予算

　を確保）。

②一斉監視指導や製品の一斉収去・検査の実施について、後発医薬品の一層の

　品質確保対策を図る観点から、検査指定品目の拡充・国による立入検査の実施、

　検査結果の積極的な公表を行う（必要な経費について、予算要求中）。
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③（独）医薬品医療機器総合機構に設置したr後発医薬品相談窓ロ」に寄せられ

　た医療現場等からの後発医薬品の品質に関する意見・質問等について検討し、

　必要に応じて試験検査を行い、その結果を公表する（必要な経費について、予

　算要求中）。

④下記の後発医薬品メーカーの取組状況をフォローアップし、必要に応じて指

　導を行う。

【後発医薬品メーカーの取組】

ア．品質試験の実施等

＜平成19年度末までの目標＞

　・ロット毎に規格及び試験方法に基づく製品試験を実施し、医療関係者等の求

　めに応じて、速やかに試験結果を情報提供できる体制を確保

　・長期保存試験及び無包装状態での安定性試験等、承認に当たって必ずしも実

　施は求められていない試験について、未着手のものがある場合には、年度内に

　100％着手するとともに、医療関係者等の求めに応じて、速やかに試験結果を

　情報提供できる体制を確保

イ．関連文献の調査等

〈平成19年度末までの目標＞

・医薬協において、随時、後発医薬品に関連する文献の調査を行い、文献の内容

　の評価を行うとともに、必要な対応を行う

ウ．品　再評価時の溶出性の確保

　く平成19年度末までの目標〉

　　・品質再評価指定を受けた品目については、実生産規模品において品質再評

　　価時標準製剤の溶出プロファイルと同等であることを定期的に確認するとともに、

　　医療関係者等の求めに応じて、速やかに試験結果を情報提供できる体制を確

　　保

（参考）上記ア～ウに関し、医薬協は、定期的に調査を実施し必要に応じ会員会社

　　を指導する。
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3．後発医薬品メーカーによる　報提供に関する事項

（1）医療現場からの意見

MRの訪問がない

勉強不足、情報不足

r先発メーカーに聞いて欲しい」など情報が先発メーカー頼み　　等

（2）これまでの取組

①添付文書等による情報提供の充実を指導（r後発医薬品に係る情報提供の充実

　について」（平成18年3月24日　医薬食品局安全対策課長通知））

　○添付文書の記載に当たって特に留意すべき点を明示。

　　・医薬品添加物を記載すること。

　　・生物学的同等性試験データ等を記載すること。

　　・安定性試験データを記載すること。

　　・文献請求先等を記載すること。

　0既作成の添付文書については、遅くとも平成20年3月末までを目途にでき

　　るだけ速やかに改訂すること。

　o　r医薬品医療機器情報提供ホームページ」に後発医薬品の添付文書情報を速

　　やかに掲載・更新するための協力を要請

②先発医薬品との効能効果等の相違の是正を指導（「後発医薬品における効能効

　果等の是正について」（平成18年6月22日　医政局経済課長・医薬食品局

　審査管理課長通知））

0先発医薬品の効能効果等が合致しているか自己点検の実施と相違がある場

　合可及的速やかに対処をすること。

0相違がある後発医薬品は平成18年8月末までに一変申請を行うこと。再評

　価指定中の品目も一変申請を受付、迅速審査を実施。

○今後、先発医薬品の効能効果等の追加が行われた場合は、速やかに一変申請

　　を行うこと。

　○添付文書の記載について適切な整備を行うこと。

③後発医薬品の情報提供体制整備の再徹底を指導（「後発医薬品の信頼性の向上

　　　　　　　　　　　　　　　　6



について」（平成19年3月30日　医政局経済課長、医薬食品局審査管理課長、

安全対策課長、監視指導・麻薬対策課長通知））

○後発医薬品の製造販売業者は、日頃から副作用等の情報を医療機関等から収

　集し、医薬品医療機器総合機構のホームページ等も活用して後発医薬品にか

　かる情報を提供できる体制を整備しておくこと。

O保険医療機関及び保険薬局から情報提供を求められた場合には、迅速かつ適

　切にその実施に努めること。

④（独）医薬品医療機器総合機構に、r後発医薬品相談窓口』を設置（平成19年

　5月7日）。

⑤取り違え事故の防止等の推進のため、医療用医薬品へのバーコード表示の実施

　要領を周知（「医療用医薬品へのバーコード表示の実施について」（平成18年

　9月15日医薬食品局安全対策課長通知））

　0原則、平成20年9月以降出荷する全ての製品の必須表示とされた表示項目

　　について、適正にバーコード表示を行うこと

（3）今後の取組

①後発医薬品に対する医療関係者等の一層の理解が得られるよう、後発医薬品

　メーカーが、自ら行った研究開発データ、自ら収集した副作用情報及び副作用

　に係る公表文献等を整理・評価し、医療関係者等へ情報提供する体制を更に強

　化するよう指導する（平成19年度中）。

②医療関係者等の求めに応じて、後発医薬品メーカーが先発医薬品の安全性に

　係る情報等を提供するに当たって留意すべき点を明らかにし、当該情報提供を

　円滑に行える環境の整備に努める（平成19年度中）。

③　下記の後発医薬品メーカーの取組状況をフォローアップし、必要に応じて指

　導を行う。

【後発医薬品メーカーの取組】

ア．添付文書の充実（上記（2）①の通知に基づく措置）

＜平成19年度末までの目標＞

　・平成19年12月末までに完全実施
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イ．「使用上の注意」の改訂時の（独）医薬品医療機器総合機構の情報提供システム

への添付文書情報の掲載

＜平成19年度末までの目標＞

　・全品目について3週間以内の実施

ウ．医療関係者への「お知らせ文書」の配布

〈平成19年度末までの目標＞

　・1ヶ月以内の配布完了

・医薬品安全対策情報（DSU）への掲載100％を達成

エ．医療関係者への情報提供

以下の事項について、自社ホームページヘの掲載を含め、資料請求に対する迅速

な対応を確保

　①DI情報（製品写真、各種コード、包装等）

　②添付文書
　③インタビューフォーム

　④生物学的同等性試験、溶出試験データ

　⑤安定性試験データ

　⑥配合変化試験データ

　⑦副作用データ

　⑧患者用指導せん

〈平成19年度末までの目標〉

　・③⑥を除く全項目に関する迅速な対応

く達成すべき目標＞

　・全項目に関する迅速な対応　（平成20年度末までに達成）

　　〈平成19年度末までの目標〉

　　　・医薬協において、会員各社のMRの管理・教育を支援するとともに、後発医

　　　薬品に共通する事項等に係る教育を実施するための体制を整備

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

力．医療用医薬品のバーコード表示〔上記（2）⑤の通知に基づく措置）
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＜達成「すべき目標＞

　・通知に定める表示期限（平成20年9月）前に完全実施

（参考）上記ア～カに関し、医薬協は、定期的に調査を実施し必要に応じ、会員

　　　会社を指導する。

4．使用促進に係る　境整備に関する事項

（1）これまでの取組

①　国の取組

政府公報「ジェネリッ〈ん」の作成（平成18年6月）。

②　関係者の取組

ア，後発医薬品メーカーの取組

・「ジェネリック医薬品Q＆A』を医療機関へ配布

・ジェネリックハンドブックの配布

・新聞広告

イ，医療保険者の取組

・被保険者に対する広報を実施。健康保険組合連合会において、パンフレット

の配布

（2）今後の取組

①　国の取組

0後発医薬品の普及に資するための医療関係者・国民向けポスター及びパンフ

　レットを作成・配布（平成19年度予算を確保）。

0都道府県レベルにおける使用促進策策定や普及啓発を行うため、医療関係者、

　都道府県担当者等が協議会を発足させ、後発医薬品の使用促進策の策定や普

　及啓発を行う（必要な経費について、予算要求中）。
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○厚生労働省のホームページにおいて、後発医薬品の取組情報等を一元的に

　提供する場所を設けるとともに、（独）医薬品医療機器総合機構や政府公報等、

　関連するホームページとのリンクをはる（平成19年度中）。

O地域レベルで使用されている後発医薬品リストの医療関係者間での共有の

推進を日本薬剤師会に要請する。

②関係者の取組

これまでの取組を継続・拡充

5．医療保険制度上の事項

（1）これまでの取組

①後発医薬品を含む処方を診療報酬上評価（平成14年度～）

②処方医が後発医薬品に変更して差し支えない旨の意思表示を行いやすくする

　ため、処方せん様式に「後発医薬品への変更可」のチェック欄を追加（平成1

　8年度～）

③従来の後発医薬品の品質に係る情報等に加え、先発医薬品と後発医薬品の薬

　剤料の差に係る情報を患者に文書により提供し、患者の同意を得て後発医薬品

　を調剤した場合に調剤報酬上評価（平成18年度～）

（2）今後の取組

　処方せん様式の変更の検討、薬局に対する在庫管理コストの評価の検討等、

効果的な使用促進策を本年度中に中央社会保険医療協議会等で議論し、決定す

る。

皿　当計画の実施状況のモニタリング

○　厚生労働省において、当計画の実施状況を定期的にモニタリングし、その結果を

　公表するとともに、必要に応じ、追加的な施策を講じる（Hに掲げる取組の進捗状

　況を把握する指標として、別添を用いる）。
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す
る
場
合
に
準
用
す
る
。

　
（
指
定
訪
問
看
護
事
業
者
等
に
関
す
る
特
例
）

第
十
条
　
指
定
医
療
機
関
で
あ
る
健
康
保
険
法
（
大
正
十
］
年
法
律
第
七
十
号

　
）
第
八
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
訪
問
看
護
事
業
者
又
は
介
護
保
険

　
法
（
平
成
九
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
第
四
十
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
指

　
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
（
同
法
第
八
条
第
四
項
に
規
定
す
る
訪
問
看
護
を

　
行
う
者
に
限
る
。
）
若
し
く
は
同
法
第
五
十
三
条
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定

　
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
（
同
法
第
八
条
の
二
第
四
項
に
規
定
す
る
介
護

　
予
防
訪
問
看
護
を
行
う
者
に
限
る
。
）
に
あ
っ
て
は
、
第
五
条
の
規
定
は
適

　
用
せ
ず
、
第
七
条
中
「
関
す
る
診
療
録
」
と
あ
る
の
は
「
対
す
る
指
定
訪
問

　
看
護
又
は
指
定
老
人
訪
問
看
護
の
提
供
に
関
す
る
諸
記
録
」
と
、
　
「
国
民
健

　
康
保
険
の
例
に
よ
っ
て
」
と
あ
る
の
は
「
国
民
健
康
保
険
又
は
老
人
保
健
の

　
例
に
よ
っ
て
」
と
、
　
「
診
療
録
と
」
と
あ
る
の
は
「
諸
記
録
と
」
と
、
そ
れ

　
ぞ
れ
読
み
替
え
て
適
用
す
る
も
の
と
す
る
。

　
（
薬
局
に
関
す
る
特
例
）

第
十
一
条
　
指
定
医
療
機
関
で
あ
る
薬
局
に
あ
っ
て
は
、
第
五
条
の
規
定
は
適

　
用
せ
ず
、
第
七
条
中
「
診
療
録
」
と
あ
る
の
は
「
調
剤
録
」
と
読
み
替
え
て

　
適
用
す
る
も
の
と
す
る
。

（
準
用
）

第
十
二
条
　
第
一
条
か
ら
第
九
条
ま
で
の
規
定
は
、
医
療
保
護
施
設
が
患
者
の

　
診
療
を
担
当
す
る
場
合
及
び
指
定
助
産
師
又
は
指
定
施
術
者
が
被
保
護
者
の

　
助
産
又
は
施
術
を
担
当
す
る
場
合
に
準
用
す
る
。



別添3

処 方 せ

〔この処方せんは、どの保険薬局でも有効です。）

ん

公費負担者番号 保険者番号

公費負担医療

ﾌ受給者番号
被保険者証・被保険
ﾒ手帳の記号・番号

氏　名

患
　
　
者

生年月日

明
大
　
　
　
年
　
月
　
日
昭
平

男・女

保険医療機関の

轄ﾝ地及び名称

d話番号

ﾛ険医氏名　　　　　　　　㊥区　分 被保険者　　　　被扶養者

交付年月日 平成　　　年　　　月　　　日 処方せんの
g　用　期　間

　　　　　　　　　特に捏載のある場合
@　　　　　　　　を除き．交付の日を含平成　年　月　日　　めて4日以内に匡験薬　　　　　　　　　局に提出†る二と．

処
　
　
　
　
　
　
　
方

備
　
　
考

後発医薬品（ジェネリック医薬品）への変更が全て
s可の場合、以下に署名又は記名・押印

保険医署名

調剤済年月日 平成　　年　　月　　日 公費負担者番号

保険薬局の所在

n及ぴ名称
ﾛ険薬剤師氏名

㊥ 公費負担医療の

�去ﾒ番号

備考1　　r処方ユ欄には、一悼i名、分11㌃．用法及び用r貞を記帖する二と．その際．処方塾の一部について後発医薬品への変更に差し支えがあると

判断した場合には、当該薬剤の銘賊名の近傍にその旨記載する二ととし、　r保険医署名」翻には何も記載しないこと・

験医療機関」とあるのはr公甜負担医療の担当医療機関1と、　r保険医氏名」とあるのはr公費負担医療の担当医氏名」と読み替える

　ものとrポることマ

2　二の用紙は．日本工藁規格A列5番とする二と、
3　療養の給付及び公骨負担医咀’に関する費用の：青求に関する省令（昭和51年厚生省令第36号〕第1条の公｛7負担医療については、　「保

様
式
第
二
号

第
二
十
三
条
関
係



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別添4
　　　　　　　　　　　　　　　　　　晃1＝一1一一　　　　　　　　　　　　　『　一一一一　一・騒1　一一・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　一f　　　　　　　　　　　　　顧真
　　　　　　　　　　　　　　　　　一ヰ
　　　　　　　き　一　　　　　　　　マ一鞭

こうはついやくひん　じえねりっくいやくひん　　　　 せんぱついや（ひん　おな　ゆうこうせいぶん
後発医薬品（ジェネリック医薬品）とは、先発医薬品と同じ有効成分、
おな　　　　　　　　　　　いやくひん

同じ効き目をもつ医薬品のことです。

くに　　　　 こうはついやくひん　　　せんばつしややくひん　　き　き　め　 あんぜんぜい　 おな　　　　　　　　　　　　　　　 おうべしし　どうよう

国では、後発医薬品が、先発医薬品と効き目・安全性が同じかどうかについて、欧米と同様

の墓撃で暮鰻を腎ちています。　　※お禦の諺ち・雀や篠は、雑僕簗舘と真なる駐谷があります。

こうはついやくひん　　　　　　　　　ばあい　せんぱついやくひん　　ねだん　　やす
後発医薬品は、ほとんどの場合、先発医薬品より値段が安くなっています。
　　　　いりょうほけん　　　　　にほんぜんたい　こうはついやくひん　　　　　　　　つか　　　　　　　　とりくみ
そのため、医療保険を初め、日本全体で後発医薬品ができるだけ使われるように取組をす

すめています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いやくひん　　　　　 やくはんぶん　 こうはつしややくひん

アメりカ、イギリスやドイツでは、使われている医薬品のうち、約半分は後発医薬品です。

O崖擬楳検を初め、自象墜抹で援鏑崖秦舘ができるだけ荏

　われるように最組をすすめています。

○お秦や擢疾などによって、穫蜀崖桑舘が使える駐谷があるの

　　　　い　　ゆ　　　　　　く　い　　　　　　　　　　う　ついやくひん　　　ヤ
　で、’　　んや　　　　んから　　　　口が　え　かど海

Oお巌暑さんや薬剤肺さんの競萌にご銅傅いただけた跡谷に

　は、一う細いやく甘　　’うことにご櫨労ください。


